五泉市ごみ集積箱設置事業補助金交付要綱
（目的）

第１条　五泉市(以下｢市｣という)は、地域の環境美化及び家庭系廃棄物の収集業務の
効率化を図るため町内会が設置するごみ集積箱等の購入に対し補助金を交付する
ものとし、その交付に関しては、五泉市補助金交付規則（平成１８年五泉市規則
第４８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところ
による。

（補助対象者）

第２条　この要綱に定める補助金を受けることのできる者は、町内会とし、自己の責任
においてごみ集積箱の設置を行い適切に管理できることを条件とする。
（補助対象等）

第３条　補助対象、補助金の額は別表のとおりとする。
２　補助金額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。

３　同一町内会への補助金は、年３回を限度とする。
（交付条件）

第４条　この補助金は、次の各号に掲げる事項を条件として交付する。

　（１）事業の内容の変更（補助対象事業費の３０％の増減、事業実施等の重要な変更
に限る。）をする場合には、市長の承認を受けること。

　（２）事業を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けること。

　（３）事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類を
５年間保管しておくこと。

（４）事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行うこと。

（交付申請書）
第５条　補助金の交付の申請をしようとする者は、規則様式第１号を市長に提出する
こと。
（交付の決定）
第６条　市長は、申請書の提出があったときは、規則様式第２号により補助金交付の
可否及び補助金の額を決定のうえ、すみやかに申請者に通知する。

（変更の承認申請）
第７条　事業者は、規則第６条第１項第１号の規定により、市長の承認を受けようと
する場合には、あらかじめ規則様式第３号による事業計画変更（中止・廃止）
承認（及び補助金変更交付）申請書を市長に提出すること。
（事業の中止又は廃止の承認申請）
第８条　事業者は、規則第６条第１項第２号の規定により、市長の承認を受けようと
する場合には、あらかじめ規則様式第３号による事業計画変更（中止・廃止）
承認（及び補助金変更交付）申請書を市長に提出すること。
（実績報告及び検査）
第９条　事業者は、事業が完了した場合、規則様式第５号を事業の完了の日から起算
して３０日を経過した日又は補助金の交付の決定を受けた日の属する年度の
３月３１日のいずれか早い期日までに提出するものとする。
  　　ただし、市長が特に必要があり、かつ、予算の執行上支障がないと認めるときは、この期日を繰り下げることがある。
２　市長は、必要があると認めるときは、事業者に必要な報告を求め、関係書類
を検査することができる。
（補助金の額の確定）
第１０条　市長は、実績報告の提出があったときは、審査のうえ補助金の額を確定し、
規則様式第６号により当該事業者に通知する。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（補助金の支払い）
第１１条　補助金は、原則としてその額が確定された後に支払うこととする。ただし、
市長が特に必要があり、かつ、予算の執行上支障がないと認めるときは、
確定前にその一部又は全部を概算払いすることができる。

（補助金の交付の決定の取消し等）
第１２条　市長は、事業者が次のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の決定の
全部又は一部を取消すことができる。
（１）その要綱の規定に違反し、又は虚偽の申請その他不正な行為があったとき。
（２）補助対象事業を大幅に変更し、又は廃止したとき。
（３）前２号に掲げるもののほか、補助金の交付が不適当と認められるとき。
２　市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、
当該取り消しに係る部分について既に補助金が交付されているときは、事業者に
対し、期限を定めて、当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。
（書類の提出部数）
第１３条　この要綱の規定により市長に提出する書類の部数は、１部とする。

（雑　則）
第１４条　この要綱に規定するもののほか、この補助金に関し必要な事項は、別に
定める。

附　則

（施行期日）
第１条　この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

（この要綱の失効）
第２条　この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日ま
でに交付された補助金については、この要綱の規定は、この要綱の失効後も、なお
その効力を有する。
附　則

（施行期日）
第１条　この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

附　則

（施行期日）
第１条　この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

附　則

（施行期日）
第１条　この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

附　則

（施行期日）
第１条　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

別表(第３条関係)
	補助対象経費
	補助金額

	・ごみ箱(折りたたみ式含む)の購入及び設置に要する経費
・ごみ箱の修繕に要する経費

	ごみ集積施設(1施設）の設置及び修繕に要する費用の2分の１以内の額で、上限６万円。



